
（第３表）

（単位：人）

その他の
振替

予算定員 （△5）
（組織）内閣官房 758 32 △ 8 24 782 782

（△5） （新規増員）
（項）内閣官房共通費 720 31 △ 8 23 743 743 【内閣総務官室】

行(一) 5級 12ヶ月 1人

　　　定員令1条 700 31 △ 8 23 723 723 行(一) 5級 12ヶ月 1人

・総理大臣官邸事務所の体制強化に伴う 行(一) 5級 12ヶ月 1人
　　　大臣等特別職 20 0 20 20 【内閣官房副長官補】

行(一) 5級 12ヶ月 1人

行(一) 5級 12ヶ月 1人

【安危室】
・官邸危機管理センター運営強化に伴う増 行(一) 6級 12ヶ月 2人

行(一) 6級 12ヶ月 2人
行(一) 4級 12ヶ月 1人

【内閣広報室】
行(一) 6級 12ヶ月 1人
行(一) 3級 12ヶ月 1人

【内閣情報調査室】
行(一) 7級 12ヶ月 2人
行(一) 6級 12ヶ月 2人
行(一) 5級 12ヶ月 5人
行(一) 4級 12ヶ月 4人
行(一) 3級 12ヶ月 6人

（新規増員）
（項）安全保障会議 38 1 1 39 39 【内閣官房副長官補】

・海賊対処法の実効性確保に伴う増 行(一) 6級 12ヶ月 1人

　　　定員令1条 37 1 1 38 38

　　　大臣等特別職 1 0 1 1 内閣官房副長官補１

（△5）
計 758 32 △ 8 24 782 782

内閣総理大臣１、国務大臣６、内閣官房副
長官３、内閣危機管理監１、内閣総理大臣
補佐官５、内閣官房副長官補２、内閣広報
官１、内閣情報官１

・内閣官房副長官補室における消費者庁
関連業務の新規発生に対する体制強化に

・情勢変化に的確に対応した情報セキュリ
ティ体制の強化に伴う増

・先端的な情報通信技術の活用による広
報の充実・強化に伴う増

司法修習
差引増減

会計間振替

・内閣総務官室の国会対応体制の強化に
伴う増

・構造改革特区・地域再生・地方再生の推
進体制強化に伴う増

区　　　　　分

アタッシェ各省間振替

22年度末
定　　　員

21年度末
定　 　 員

減員

削減

独法移行減

振替
新規増員

・内閣総務官室の人事管理体制の充実・
強化に伴う増

　00　内閣所管
22年度要求人員増△減

合理化
計画人員

平成22年度概算要求定員表

積算内訳
月数級職種

増△減
人員数

22年度首
定　　　員



（第３表）

（単位：人）

その他の
振替

再任用短時間勤務職員

（組織）内閣官房

（項）内閣官房共通費 7 5 5 12 12 予算定員５人のスクラップ

22年度末
定　　　員

21年度末
定　 　 員

減員

削減
差引増減

22年度要求人員増△減

合理化
計画人員

司法修習

振替

　00　内閣所管

区　　　　　分

アタッシェ各省間振替

平成22年度概算要求定員表

積算内訳
月数級職種

増△減
人員数

22年度首
定　　　員

独法移行減
新規増員

会計間振替




